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【発表のポイント】 
l 光ファイバセンシング技術の一つである分布型音響センシング

（Distributed Acoustic Sensing：DAS）（注1）を用いた地震波探査により、海

底下の地下構造の詳細把握が実現しました。

l DAS の高密度観測を生かした新手法により、岩手県三陸沖における地震波

速度構造の空間的な不均質構造が明らかにできました。

l 本手法は、海底下の構造モニタリングや資源探査、地球科学的な研究の理

解への応用が期待されています。

【概要】 
近年、光ファイバをセンサーとして振動などを捉える DAS が地震観測など

に用いられるようになってきました。この技術は、光ファイバ上を数 m〜数十

m という超高密度の観測点間隔で約 100 km ほどの距離まで観測することが可

能です。また、海底に設置されている海底光ケーブルで DAS 観測を実施するこ

とで、海底における地震動の稠密観測を実現することが可能です。海底での地

震動の稠密観測は，地震活動のモニタリングや地下構造のイメージングなど，

多目的に応用されるようになってきています。 
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宏教授と共同で、海底に敷設された光ファイバケーブルを活用した新しい地下

構造のイメージング手法を確立しました。広範囲（50–100 km）かつ稠密（約

5 m 間隔）なデータが取得できることが特長で、得られる DAS データを解析す

ることで、これまでの技術と比べて格段に高い空間分解能で海底下構造を推定

できると期待されます。 
本研究では、三陸沖に敷設された海底ケーブルを活用した DAS 観測により

得られた制御震源（注 2）を用いた地下構造探査のデータを解析しました。その結

果、DAS で得られるデータが、海域における地下の構造を詳細に解明する上で
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有効であることを示すことでき、三陸沖の海域の浅部堆積層内に強い空間的な

不均質構造がみられることを明らかにできました。このように地下の地質構造

を詳細に把握することができる手法が開発されたことは、地震波の伝播の仕方

や地形の成り立ちの理解をはじめとする地球科学的研究のみならず、二酸化炭

素回収・貯留（Carbon Capture and Storage ：CCS）（注 3）などの工学的分野で

の研究開発にも大きく貢献すると期待されます。 
本成果は、5 月 25 日に科学誌 Scientific Reports に掲載されました。 

 
【詳細な説明】 
研究の背景 

海底の下の地面の中で地震波が伝わる速度「地震波速度」を調べることは、

海底地形の成り立ちや、地震波の伝播の仕方を理解するためにとても大切です。

また、地震波速度構造が詳しく分かると、地下にある資源（たとえばメタンハ

イドレート、石油、天然ガスなど）を探したり、最近注目されている二酸化炭

素を地中に閉じ込める CCS の安全性を評価したりすることにも役立ちます。 
このような海域での調査では、特に P 波（注 4）の地震波速度の構造を調べるこ

とが一般的です。エアガンをはじめとするという地震波を発生させる装置（制

御震源）を使い、屈折法地震探査（注 5）と呼ばれる方法で P 波の地震波速度構造

を推定してきました。この方法では、地震波の発信点（波を出す場所）と受信

点（波を受け取る場所）の数が多いほど、より細かく地中の構造を調べること

ができます。 

その一方で近年、注目されているのが「DAS」という技術です。これは、光

ファイバケーブルを地震のセンサーとして使う方法で、数メートルごとの細か

い間隔で、且つ、50km から 100km程度と長い距離にわたって地震による地面

の揺れを観測・計測することができます。この稠密な観測が行える DAS 技術を

使って屈折法の地震探査を行うと、受信点の数が一気に増えるため、地震波が

どのように伝わるかを非常に細かく調べることができるようになります。これ

によって、これまでの方法では難しかった高解像度の地震波速度構造の把握が

期待されていました。 
 
今回の取り組み 

この研究では、岩手県の三陸沖に設置されている光ファイバ式の海底地震・

津波観測システム（図 1-A）において、データ通信に使用されていない光ファ

イバ（ダークファイバと呼ばれる）を利用した DAS 観測を実施しました。さら

に、エアガンを使用して、地震波を発生させ、その地震波を DAS 技術によって

数メートル間隔で観測しました。その結果、エアガンで発生させた地震波が海

底下を伝わり、再び海底の観測点に戻ってくる「屈折波」を詳細に記録できる

ことがわかりました（図 1-B）。これにより、光ファイバを使った DAS 観測で



も、地下の構造を調べるのに必要となる屈折波の情報を観測できるということ

を確認できました。 
 さらに、DAS 技術によって観測された屈折波の地震波データに対して、屈

折法の手法の一つである「τ-sum インバージョン法」という手法を使って、地

下の P 波速度構造を詳しく調べました。この方法は、屈折波の地震波計の記録

から、観測点の真下の地下構造を、詳細に推定できる手法です。ただし、この

方法では、観測点直下の構造を推定する手法であるため、稠密な観測点が存在

しないと、細かな地震波速度構造の空間変化までは分かりません。しかし、今

回のように DAS 技術を使うと、多数の観測点を設置できるため、数百メートル

おきに地震波速度構造を推定できます。このようにして、多くの P 波速度構造

を推定し、それらを光ファイバに沿って並べることで、光ファイバの真下の 2
次元（深さと横方向）の地下構造を明らかにしました（図 2-A）。その結果、地

下に 3 つの層があり、それぞれの層で地震波の速さが変化していることが分か

りました（図 2-B）。たとえば、最も上の層では地震波の速さ（P 波速度）は

1.65～1.9 km/s の範囲で、この層の厚さは海岸から 25 km の地点では約 250 m
ですが、沖合 85 km の地点では約 1.2 km まで厚くなっていることがわかりま

した。また、その下の層では地震波の速さが 2.2～3.2 km/s とさらに速く、層

の厚さも海岸から 50 km の地点で 0.5 km から 1.5 km へと急に厚くなる部分が

あることも明らかにしました。 
さらにこの研究では、屈折法地震探査に加えて、「反射法地震探査（注 5）」も

あわせて行いました。そして、DAS によって得られた P 波速度構造と、反射法

から得られた地下構造の断面図を比べてみました（図 2-C と 2-D）。反射法地震

探査は、地震波速度構造を詳しく調べるのにはあまり向いていませんが、地層

の境目のように、地震波速度や密度が急に変わる場所を見つけるのに優れてい

ます。この方法では、そういった境目の位置の空間変化を、高い水平分解能

（数十メートルから数百メートルの細かさ）で観測することができます。そこ

で、DAS のデータを使って推定された地震波速度の変化（不連続面）が、反射

法探査で見つかった反射面とどのくらい一致しているかを比べて、DAS で作ら

れた地下構造のモデルがどれだけ正確かを評価しました。その結果、DAS のデ

ータから得られた地震波速度構造の変化の位置と、反射法で観測された構造の

境目の位置は、よく一致していることがわかりました。つまり、DAS を使って

作成した地下構造のモデルは、非常に高い分解能を有しており、正確に地層の

空間変化をとらえられている、ということが確認できました。 
 
今後の展開 
今回の研究では、DAS（分布型音響センシング）という新しい技術を使って、

海底の屈折法地震探査を行い、P 波の地震波速度構造がどのように空間的に変

化しているかを、細かく調べることができました。この方法は、P 波速度の高



い精度での計測や、地下構造の変化の詳しい把握にとても効果的だということ

が分かりました。このように詳しくわかった地下の構造は、地震の伝わり方を

理解することや地形の成り立ちなどを理解する地球科学の研究に役立つだけで

なく、二酸化炭素を地中に閉じ込める CCS（炭素回収・貯留）といった、環境

やエネルギーに関する工学の研究にも応用できると期待できます。 
 

 

図 1. （A）この図は、本研究で行った制御地震探査の位置を示しています。黒

い線は、今回の観測で使用した海底光ファイバケーブルの位置を示しており、

青い線は DAS 観測を行った範囲を表しています。また、緑の線はエアガンを使

って地震波を発生させた海域の範囲を示し、赤い線は、そのデータから P 波速

度構造を推定した位置を示しています。 
（B）この図は、海岸からの距離が 26.0km の地点で DAS 観測点によって記

録された、地震波形をエアガンと DAS 観測点間の距離ごとに並べた波形です。

このデータには、8Hz から 15Hz の範囲の周波数を通すバンドパスフィルター

が適用されており、各観測点の波形は、それぞれの最大振幅で正規化されてい

ます。記録からは、DAS を使った観測でも、エアガンで発生させた地震波の波

形を明瞭に捉えられていることが確認できました。 



 

図 2. （A）の図は、「τ-sum インバージョン法」という方法を使って推定し

た、地下の P 波速度構造を横方向と深さ方向の 2次元で表したものです。これ



は、地震波が地下をどのくらいの速さで伝わるかを示す図で、場所によって速

さがどのように変わるのかがわかります。（B）の図は（A）と基本的には同じ

ですが、黒い線が追加されていて、それは各地点の 1次元的な速度構造の中

で、P 波速度の深さ方向の変化が大きいところ、つまり「速度の勾配」が変わ

るポイントを示しています。具体的には、P 波の速度が 2.0 km/s や 3.5 km/s
のあたりで、その変化がはっきり見られます。また、灰色の線はこれらの変化

点の分布に多項式を使ってなめらかなカーブとして当てはめたもので、青く塗

られた部分はその推定における 95％信頼区間の範囲を示しています。（C）の

図も（A）や（B）と同じ P 波速度構造を表していますが、縦軸の表し方が異な

っていて、深さではなく往復走時（地震波が往復するのにかかる時間）に変換

されています。これによって、反射法探査の結果と比較しやすくなります。

（D）の図は、反射法地震探査によって得られた地下の構造の断面図です。 

DAS 技術によって得られた高密度のデータにより、P 波速度構造の空間的な変

化をより細かく、正確にとらえることができました。また、DAS データから推

定された地下構造の層の境界（速度の急変箇所）と、反射法で観測された反射

面との位置がよく一致していることから、DAS を用いて作成された地下構造の

モデルが非常に高い空間分解能（＝どれだけ細かく違いを見分けられるか）を

持っていることが確認されました。 
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【用語説明】 
注1. 分布型音響センシング（Distributed Acoustic Sensing：DAS）：光ファ

イバケーブルに沿ってレーザー光を送り、微小な歪みによって生じる反射

光の変化を検出することで、数 m 間隔で地震動を連続的に計測できる観

測技術です。 
注2. 制御震源：エアガンなどの地震波を発生させる装置のことです。 
注3. 二酸化炭素回収・貯留（CCS: Carbon Capture and Storage：CCS）：

大気中の CO₂を分離・回収し、地下深部へ圧入して長期的に貯留する地

球温暖化対策技術の一つです。 
注4. P 波：地震の揺れには、地中を伝わる「実体波」と、地表面を伝わる

「表面波」があります。実体波はさらに「P 波」と「S 波」に分類されま

す。P 波は、波の進む方向と同じ向きに振動する縦波で、物質を伸び縮み



させながら伝わっていきます。一方、S 波は波の進行方向に対して垂直に

振動する横波で、ねじれの動きを伴いながら進みます。表面波は、地表面

を伝わっていく波です。私たちが実際に地震の揺れを感じるときは、まず

P 波によって上下に小刻みに揺れ、その後に S 波による横方向の大きな揺

れが続きます。 
注5. 屈折法地震探査：海中の制御震源から放出され、海中、海底、そして

海底下を伝わり、もう一度、海底面に帰ってくる屈折波の情報を利用して、

地震波速度構造を推定する探査手法です。震源と観測点間の地震波の到達

時間などを解析することで、地下の速度分布を逆算します。 
注6. 反射法地震探査：地震波が地下の地層境界などで反射する性質を利用

して、その反射時間をもとに地下の構造を高精度に可視化する手法です。 
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